
  

 

ＪＡでの保育園運営を通じた地域とのつながり強化 

～地域の未来を育む取り組み～ 

～働きやすい環境づくり～ 

ＪＡ福島さくら 影山 清明 

Ⅰ．ＪＡ福島さくらについて 

１．概要 

ＪＡ福島さくらは、平成 28 年３月１日に「ＪＡ郡山市」、「ＪＡたむら」、「ＪＡいわき

市」「ＪＡいわき中部」、「ＪＡふたば」の５ＪＡが合併し誕生した。 

当ＪＡは福島県の中央部から東部及び南東部という広域な範囲となるが、「湖から海へ

地域の特性を生かした協同の力の発揮」をテーマに、地域の特性を生かした事業展開を

している。主要農産物は米、ピーマン、トマト、きゅうり、いんげん、ねぎ、梨、いち

ご、である。また、管内にはＪＡ名にある通り、日本三大桜である「三春の滝桜」を始

め有名なさくらの観光名所が多数存在している。 

 令和６年２月末における組合員数は 71,608人（正組合員 38,339人、准組合員数 33,269 

人）であり、役員数は 45人（常勤理事７人、常勤監事１人、非常勤理事 33人、非常勤

監事４人）で、職員数は 1,152人（正職員 646人、嘱託・臨時 506人）であり、支店数

は 45支店である。 

 

２．経営理念及び経営方針 

＜経営理念＞ 

農業の振興と地域社会への貢献 

～「緑の輝き」「地域の輝き」～ 

 

『緑の輝き』は、「地域の元気でたくましい農業」、「美しくかけがえのない自然」、 

「農家組合員の活力ある営農の姿」を表し、 

『地域の輝き』は「地域社会の発展」、「健康で心豊かな暮らし」、 

「次代の子供たちの姿」を表す。 

すなわち、２つの輝きは「農業振興」と「地域社会貢献」であることを意味する。 

＜ビジョン＞ 

より身近に、より信頼される 

ＪＡづくりの実践 

 

わたしたちは地域の農業を振興し、ふるさとのかけがえのない自然を守り、 

健康で心豊かなくらしづくりを応援します。 

そして、愛され信頼されるＪＡをめざして、誠実に、着実に歩みます。 

 



  

 

『身近に』は、ＪＡが「地域にかけがえのない」、「愛され必要とされる」、 

「地域社会に根ざした」組織をめざすこと、 

『信頼』は、ＪＡが「公正」、「健全な経営」「組合員の負託に応える」「誠実」 

な組織であることを表す。 

３．全体戦略 

  （１）被災地域復興戦略 

   「緑の大地、ふるさとの農業とくらしの再生をめざして」 

① 被災地域の営農再開支援 

② 農地の再生・環境整備への取り組み 

③ 安心・安全対策の取り組み 

④ 避難されている組合員への総合支援 

  （２）地域農業振興戦略 

   「地域農業振興計画に基づく活力ある農業の生産」 

① 営農指導の強化 

② 担い手育成・支援対策 

③ 食の安全・安心対策 

④ 第三者認証ＧＡＰの取り組み 

⑤ 生産コスト低減への取り組み 

  （３）組織基盤強化戦略 

   「地域農業を振興する大久の組合員が集い参加するＪＡ運動の展開」 

① 不断のＪＡ自己改革の実践 

② 組合員による「アクティブメンバーシップ」の確立 

③ 地域貢献活動の積極的な取り組み 

④ 広報活動の取組み強化 

  （４）経営基盤強化戦略 

   「地域の農業と組合員を守る強固なＪＡ経営の実現」 

① ＪＡ事業を通じた組合員満足度の向上 

② 事業の構造的な収支改善対策 

③ コンプライアンス・リスク管理態勢の確立 

 （５）人づくり戦略 

「主体的に実践を進めていくことの出来る役職員の育成」 

① ＪＡの経営管理高度化に資する役員育成 

② ＪＡの事業機能高度化に資する職員育成 

③ ＪＡへの誇り愛着に基づく職員満足度の向上 



  

 

Ⅱ．将来のビジョン 

人と地域をつなぎ、未来を担う世代を育む拠点として、 

地域から信頼されるＪＡを築く。 

 

Ⅲ．現状 

１．現状分析 

（１）ＪＡ福島さくら管内人口推移と階級別人口 

 ＪＡ福島さくら管内人口については、福島県内において郡山市といわき市の主要都市と

して重要な役割を担っている。郡山市の人口は 320,691人で県内最大であり、いわき市は

319,838人で県内第２位の人口規模を誇る。【図表１】 

これらの地域は経済・生活の中心地であるが、少子化や共働き世帯の増加といった社会

的課題に直面している。また出生数は減少傾向にある。【図表２】 

 

【図表１】ＪＡ福島さくら管内の人口（各年３月１日現在） 

ＪＡ福島さくら管内 

（市町村） 
令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

郡山地区 

（郡山市） 
331,183人  327,040人 325,136人 323,005 人 320,691人 

いわき地区 

（いわき市） 
339,131人 331,798人 328,079人 323,936 人 319,838人 

たむら地区 

（田村市・三春町・小野町） 
62,809人 61,314人 60,053人 58,964 人 57,910人 

ふたば地区 

（双葉８か町村） 
5,782人 16,017人 12,868人 12,434 人 12,125人 

合計 738,905人 736,169人 726,136人 718,339 人 710,564人 

（参照：福島県現住人口調査） 

 

【図表２】ＪＡ福島さくら管内の出生数（各年１月１日～１２月３１日の期間） 

ＪＡ福島さくら管内 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

郡山地区 2,306人 2,233人 1,978人 1,907人 

いわき地区 1,965人 1,887人 1,776人 1,636人 

たむら地区 299人 241人 221人 229人 

ふたば地区 276人 279人 194人 205人 

合計 4,846人 4,640人 4,169人 3,977人 

（参照：福島県現住人口調査） 



  

 

（２）ＪＡ福島さくら管内で出生数が一番多い郡山市の国基準待機児童数の推移 

【図表３】のデータに示されるように、令和２年以降、郡山市では国基準の待機児童がゼ

ロであるが、令和６年４月１日時点で継続入所希望者（入所保留者）が 192 人存在し、特定

施設への集中や立地条件の課題が残る。出生率が当管内で最も高い郡山市では、企業主導型

保育施設との連携や柔軟な保育時間の設定、多様なニーズに応じた保育環境の整備が求め

られる。 

 

【図表３】郡山市の国基準待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参照：郡山市子育てサイト） 

 

（３）ＪＡ福島さくらの産休育休職員数と育休延長職員数 

少子化に伴う子供人口の減少が進む一方で、共働き世帯の増加により、地域全体での子育

て環境の整備が急務となっている。 

【図表４】のデータによれば、産休（産前休業・産後休業）や育休（育児休業）を取得し

た職員が復帰を希望する場合、特に年度途中の入園希望者は預け先が見つからないケース

が多い。その結果、育休延長を余儀なくされる職員の割合は 54.2％に達している。この状

況は復帰を望む職員の意欲に影響を及ぼすとともに、当ＪＡの人員配置や業務運営にも負

担をもたらしている。 

 

【図表４】ＪＡ福島さくら年度毎の産休育休職員数と育休延長職員数 

ＪＡ福島さくら 令和２年度  令和３年度  令和４年度  令和５年度  平均 

産休育休職員数 20人 22人 11人 17人 17.5人 

育休延長職員数 11人 12人 5人 10人 9.5人 

育休延長職員割合 55.0% 55.5% 45.4% 58.8% 54.2% 

（参照：ＪＡ福島さくら総務部人事管理課提供データ） 



  

 

（４）ＪＡ福島さくら組合員推移 

【図表５】のデータで分かるように、当ＪＡの組合員の年齢別構成比では、60 歳以上の

組合員が全体の 68．5％を占めている。特に 30歳代以下は 8.2％と低く、次世代の組合員確

保が急務である。 

全国のＪＡでも組合員の高齢化が危惧されているが、当ＪＡでは特に深刻な問題である

といえる。これから 10年後、安定的にＪＡを経営していくためには、次世代の組合員・利

用者を確保していく必要がある。さらに、若年層に対する事業展開によって地域との絆を強

めることが求められる。50歳代や 40歳代以下の組合員については、信用部門や共済部門で

加入することが多い。そのため、これらの組合員に対してＪＡが総合事業であることを認識

させ、幅広く利用してもらえるよう、様々な角度からアピールする必要がある。 

 

【図表５】ＪＡ福島さくら年代別組合員数 

年代 30歳未満 30歳代  40歳代  50歳代  60歳代  70歳代  80歳以上 

人数 1,360人 4,844人 7,310人 10,202人 16,620人 20,567 人 14,367人 

割合 1.8% 6.4% 9.7% 13.6% 22.1% 27.3% 19.1% 

 

 

 

 

 

2024年 11月末現在（団体除く） 

（５）ＳＷＯＴ分析 

内部環境 

強み （Strength) 弱み （Weakness) 

・多機能サービス ・合併による支店統廃合 

・地域密着・協同組合の理念 ・デジタル化の遅れ 

・全国的なネットワーク ・担い手不足 

・信頼性とブランド力 ・組合員の高齢化 

・模倣困難な長年の実績 ・国際競争力の弱さ 

外部環境 

機会 （Opportunities) 脅威（Threats) 

・農協改革（自己改革） ・輸入農産物との価格競争 

・健康志向と食の安全安心の高まり ・農村地域の過疎化 

・スマート農業の推進 ・規制の厳格化 

・6次産業化の進展 ・都市部への人口流出 

・地域観光との連携 ・気候変動の影響 

・ＴＰＰの参加 ・競合の増加 

1,360人
4,844人 7,310人

10,202人
16,620人

20,567人
14,367人

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上



  

 

Ⅳ．課題 

 （１）分析結果 

これまでの分析により、ビジョンを実践するにあたり、今後問題になるのは都市部への

人口流出による人口減少問題、組合員の高齢化や世代交代、そしてＪＡ職員の減少や広域

合併に伴うサービスの低下による組合員離れである。更に、産休育休取得しているＪＡ職

員の産休育休後の職場復帰が困難により、ＪＡの人員計画と人手不足に影響がでている。 

 最も懸念されるのは若年層のＪＡ離れである。少子化がますます加速するなか、組合員

や地域住民のためにＪＡがどのような対策を講じるかが急務である。 

 ＪＡを取り巻く環境が厳しさを増す中で、常に時代の変化やニーズに柔軟に対応し、Ｊ

Ａの強みである「地域密着型」を活かし、他の企業との差別化を図り、若年層や次世代の

囲い込みが重要である。 

 

（２）ＪＡ福島さくら組合員アンケート調査結果（准組合員編抜粋） 

【図表５】のデータで分かるように、当ＪＡの准組合員の「農業との関わり（意向）」

は⑤なるべく地元の農産物を買うなどして農業を応援したいとの回答が多く、「事業利

用」は④直売所での買い物が約 80％を占めており、「活動の参加」においても③ＪＡの直

売所での各種イベントが３番目に多い 30％となっており、直売所への関心が高まってい

る。 

【図表５】ＪＡ福島さくら組合員アンケート調査結果（准組合員編抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

【図表５】ＪＡ福島さくら組合員アンケート調査結果（准組合員編抜粋） 

 

 

 

 

  



  

 

また、【図表６】のデータで分かるように、「ＪＡに期待する活動」について、49歳以下

では男性・女性ともに「子供たちへの農業体験（食農教育）」が上位である。「ＪＡに期待

する役割」についても、49歳以下では安心できる農産物や食料品の提供が上位である。 

 

【図表６】ＪＡ福島さくら組合員アンケート調査結果（准組合員編抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のＪＡ福島さくら組合員アンケート調査結果（准組合員編抜粋）から 

課 題 

○准組合員への農業との関わりやＪＡ直売所の利用の接点強化 

○子供たちへの農業体験（食農教育） 

○安心できる農産物、食料品の提供 

○ＪＡ事業のアピール（アピール不足） 

ＪＡが存続していくためには、新規の利用者（特に若年層）、またリピーター（継続取

引）の「囲い込み」が必要であり、いかに利用者との関係性を構築させ続けられるかが

「経営の安定性」を保つために重要な事である。 



  

 

Ⅴ．解決方法（具体的戦略） 

１．直売所隣接型保育園の設置の提案 

 

 

 

 

 

○ 次世代・次々世代との接点を拡充し、ＪＡファンを増やすことを目指す。 

○ 保育事業を通じて、地域とともに「食の安全性」や「地産地消」の価値を実現する。 

 

（１） 直売所隣接型保育園の設置 

○目  的  

地域の保育ニーズに応え、ＪＡのブランド力を活かした新規事業を展開する。 

 

○メリット 

【地域との連携強化】 

・直売所と隣接することで、ＪＡの地域密着型事業としての価値を発信できる。 

【初期コストの低減】 

・既存施設や隣接地を活用することで、施設建設に伴う初期費用を抑える。 

  【トレーラ―ハウスの活用】 

・柔軟な施設運営：保育需要が急増する場合や新たな地域展開を模索する際、トレー

ラーハウスを一時的な施設として導入することで迅速な対応が可能となる。 

・災害対応：災害時に臨時保育施設として活用し、地域の安心感を高める手段となる。 

 

（２）食育と地域連携の強化 

【地域の生産者と連携した農業体験プログラムの導入】 

・季節ごとの農作業体験（収穫や田植えなど）を保育カリキュラムに組み込み、地域

農産物への理解を深める。 

・地域の生産者と交流できる機会を提供し、子供たちが農業の魅力を体感する。 

・農作業の様子を日本農業新聞や家の光に投稿し、YouTube で動画配信することで、

全国的なＰＲを行う。 

 

【地元産食材の給食提供】 

・保育園の給食に地元産の旬な食材を積極的に採用し、地域農業を支援する。 

・食材は隣接するＪＡ直売所から安定供給する仕組みを整備し、地産地消の重要性を

子供たちに学ばせる。 

ＪＡ事業のアピール（情報提供）と組合員や地域住民との関係を強化する為に 

「食育と子育て支援による地域貢献」仕掛けづくりの構築 

既存の直売所に隣接した保育園を設置する 

 



  

 

【保護者交流イベントの開催】 

・ＪＡ独自のイベント（芋煮会、草刈り、餅つき大会など）を企画・実施する。 

・親子農業体験や地元産食材をテーマにした料理教室を通じ、保護者同士や生産者と

の交流を促進する。 

・これらの活動は、保護者がＪＡの理念に共感し、地域農業への関心を高めるきっ

かけとなる。 

 

 

（３）ＪＡでの新規事業：直売所隣接型保育園の設置アイデアに基づくＳＷＯＴ分析 

内
部
環
境 

強み（Strengths） 弱み（Weaknesses） 

安全・新鮮な農作物を提供：ＪＡが持

つ地域農業の強みを活かし、地域の子

供たちと家族の健康的な生活を支援で

きる。 

独自の食育活動：地産地消を基盤にし

た食育カリキュラムを通じ、ＪＡなら

ではの独自性を発揮するサービスを展

開できる。 

地域密着型の信頼性：ＪＡが地域住民

から信頼されている点を活かし、保育

事業への親和性を高めることが可能。 

保育事業の経験不足：保育事業に関す

るノウハウが不足しており、初期段階

で運営上の課題が発生する可能性があ

る。 

スタッフの業務負担：既存スタッフに

新たな業務負担が増えることで、効率

的な運営が難しくなるリスクがある。 

リソースの限定性：保育事業に必要な

専門スタッフや設備投資において、リ

ソース不足が生じる可能性がある。 

外
部
環
境 

機会（Opportunities） 脅威（Threats） 

子育て支援ニーズの高まり：共働き世

帯の増加により、地域の保育需要が高

まっている状況を活用できる。 

「食の安全性」への社会的関心：地元

農産物を活用した食育活動が、社会的

な注目を集める可能性がある。 

地産地消の広がり：国産食材の利用推

進や地産地消の価値が認識されつつあ

るため、農業を基軸とした保育事業が

評価される。 

既存の保育事業者との競争：地域内の

他の保育事業者との競争が激化するこ

とで、差別化が求められる。 

法規制対応の課題：保育基準や安全基

準、建築基準法などの法規制への対応

が不十分な場合、運営に支障をきたす

可能性がある。 

保護者の選択肢増加：都市部への人口

流出や他地域での魅力的な保育サービ

スが、利用者確保の障壁となる可能性

がある。 



  

 

（４）ＪＡでの新規事業：直売所隣接型保育園の設置アイデアに基づくクロス分析 

【ビジョン】 

保育事業により次世代の地域

住民との接点を拡大し、地域

農業の認知拡大や担い手育成

を図る。 

機会（Ｏ） 脅威（Ｔ） 

子育て支援ニーズの高まり 

「食の安全性」への社会的関心 

地産地消の広がり 

既存の保育事業者との競争 

法規制対応の課題 

保護者の選択肢増加 

 

強み（Ｓ） 

（Ｓ×Ｏ）積極的な攻撃 

ＪＡの強みを活かし、外部環境のチャ

ンスを最大限に利用する戦略 

（Ｓ×Ｔ）差別化戦略 

ＪＡの強みを活かし、外部環境のリス

クを回避または低減する戦略 

安全・新鮮な農作物を提供 

独自の食育活動 

地域密着型の信頼性 

地産地消と食育活動の推進：地域農産

物を活用した給食と農業体験プログラ

ムを実施し、「食の安全性」への高い

社会的関心に応える。 

地域密着型保育園のＰＲ： 

ＪＡブランドの信頼性を活用し、共働

き世帯をターゲットにした保育事業の

ＰＲ活動を展開する。 

イベントによる認知拡大： 

親子向けの農業イベントや料理教室を

実施し、保育園と直売所の相乗効果を

最大化する。 

差別化された保育サービスの提供：農

業体験や地域農産物を活用した食育カ

リキュラムなど、既存の保育事業者に

はない独自性をアピールする。 

法規制対応の強化：ＪＡが培った地域

との信頼関係を活用し、自治体との連

携を強化することで、法規制対応や運

営面の課題を解決する。 

リソース補完による効率化：直売所と

の連携を通じて、農業や食育に特化し

た保育コンテンツを提供し、人的リソ

ースを最適化する。 

弱み（Ｗ） 

（Ｗ×Ｏ）段階的施策 

内部の課題を克服し、外部環境のチャ

ンスを活かす戦略 

（Ｗ×Ｔ）防衛または撤退 

内部の課題を克服し、外部環境のリス

クを回避または低減する戦略 

保育事業の経験不足 

スタッフの業務負担 

リソースの限定性 

 

外部専門家の活用：保育事業の経験不

足を補うため、保育士や食育専門家を

外部から採用し、初期段階の課題を解

消する。 

スタッフ育成プログラム：既存スタッ

フに対する保育知識や地域連携スキル

の研修を実施し、事業運営の基盤を強

化する。 

地域住民の協力体制：地域住民を巻き

込み、保育支援やイベント運営などに

協力してもらうことで、人的リソース

を補完する。 

パートナーシップの構築：既存の保育

事業者や自治体と協力し、ノウハウを

共有することで運営の安定化を図る。 

 

段階的な事業展開：初期段階では規模

を限定し、小規模運営でノウハウを蓄

積しながら事業を拡大する計画を採用

する。 

リスクマネジメント体制の構築：リス

ク管理マニュアルの整備や法令遵守の

徹底を通じて、運営における法規制リ

スクを低減する。 



  

 

（５）ＪＡでの新規事業：直売所隣接型保育園の設置アイデアに基づく７Ｓ分析 

 
ＪＡ福島さくらが保育事業を展開する際には、以下の点が考慮される。 

○地域ニーズの把握 

・待機児童数や地域の保育需要を調査し、必要なサービス内容を明確化する。 

○旬な食材の活用 

・ＪＡの直売所から地元産の旬な食材を給食に導入し、地域農業を支援する。 

○農業との連携 

・ＪＡの強みである農業を活かし、農業体験や食育を通じて、子供たちや保護者に農業の

魅力を伝える。 

○行政との連携 

・福島県や市町村の子育て支援策・補助金を活用し、事業の負担を軽減する。 

Structure 

（組織構造） 
・ＪＡの既存の農業・金融

分野とは異なる保育事業の

導入にあたり、専門スタッ

フやパートナーシップの確

保が必要である。保育に関

する専門部署や外部支援を

活用し、部門間の連携が求

められる。 
Strategy 

（戦略） 
・地域の子育てニーズに対応

し、ＪＡならではの「食の安全

性」と「地産地消」を活用した

保育事業を展開する。食育活動

を取り入れることで、他の保育

事業との差別化を図り、地域と

の強固な関係構築を目指すもの

である。 

Shared Value 

(共有の価値観) 
・ＪＡの理念である地域貢

献や安心・安全を提供する

価値観に基づき、保育事業

でも地域密着と家族支援を

実現する。この価値観の共

有は、職員間の協力や一体

感を生む重要な要素であ

る。 

Style 

(組織風土) 
・現場の保育スタッフや地域住

民の声を反映するボトムアップ

の姿勢も取り入れることで、地

域のニーズに応じた柔軟な運営

が可能となるものである。 

System 

（組織運営） 
・保育基準を満たすための

運営管理システムや、安全

面を担保するための規則を

徹底し、保護者と信頼関係

を築くための報告・連絡シ

ステムを導入する必要があ

る。 

Skill 

(技術能力) 
・保育に関する専門スキルだ

けでなく、食育指導や安全管

理、保護者対応力も求められ

る。これらを向上させるため

には、研修や教育プログラム

の導入が必要である。 

Staff 

(人材) 

・保育事業の基盤を担う人材

として保育経験を有する専門

職員を外部から採用するとと

もに、既存職員には研修を通

じて基本的な保育知識や食育

の理解を深めさせ、農業や食

育に携わる職員との連携を強

化することで、外部人材と内

部職員の役割を明確に分担

し、JA全体で事業を支える協

力体制を構築します。 



  

 

（６）ＪＡでの新規事業に対する補助金や支援制度 

ＪＡで新たに保育事業を立ち上げるにあたり、福島県や市町村の子育て支援策や補助金

制度を活用することにより、事業運営の負担を軽減し、質の高い保育環境を整備すること

が可能である。 

 

以下のとおり、具体的な制度および補助金とその効果について述べる。 

 

○ 福島県魅力あふれる保育環境づくり支援事業補助金 

この補助金は、保育園や認定子供園、幼稚園などが環境改善に取り組む際、その費用の

一部を支援するものである。具体的には、園庭や園舎内の環境改善を行う際に、専門家か

らの助言を受けながら計画を進めることが要件となっている。これにより、子供たちが安

心して遊べる環境を整備し、保育の質を向上させる効果が期待できる。 

（参照：福島県公式サイト） 

 

○ 福島県県外保育士移住促進事業 

県外から福島県内の保育園などに就職を希望する保育士に対し、就職活動や移住に伴う

費用を助成する制度である。この制度を活用することで、保育士の確保が容易になり、安

定した人材供給が期待できる。 

（参照：福島県福祉人材センター） 

 

○ 保育補助者雇上強化事業 

保育士の業務負担軽減を目的とし、保育補助者を雇用する際の費用を支援する事業であ

る。この事業を活用することで、保育士の多忙化を解消し、離職を防ぐとともに、保育の

質を向上させる効果が期待できる。 

（参照：郡山市子育てサイト） 

 

これらの制度および補助金を適切に活用することで、保育事業の運営コストを抑えつ

つ、質の高い保育環境を整備し、人材を確保することが可能である。各制度の申請手続き

や要件については、詳細情報を確認し、計画的に対応することが重要である。 

 

これらの取り組みにより、ＪＡ福島さくらは地域の子育て支援に貢献し、組合員や地域

住民からの信頼をさらに高めることが期待される。 

 直売所に保育園を併設することで、地域課題に対応しながら新たな利用者層を取り込む

施策を提案する。この取り組みにより、次の項目のような相乗効果が期待される。 

 

 



  

 

Ⅵ．期待される効果 

（１）「地域住民との関係強化とＪＡのブランド向上」 

保育園事業や食育活動を通じた地域貢献により、ＪＡのイメージ向上が期待される。「顔

の見える関係づくり」を実現し、組合員や地域住民との絆が強化される。 

（２）「保育事業を軸とした多面的なＪＡ事業利用促進」 

保育園利用者がＪＡ直売所や共済、信用事業などを利用することで、新たな顧客層が開拓

されるとともに、既存事業の利用促進が期待される。特に、直売所での買い物や共済契約を

行う世帯の増加は、ＪＡ全体の経営基盤の強化に寄与する。 

（３）「子育て世帯の支援」 

保育園での柔軟な託児環境を整備することで、共働き世帯の育児負担を軽減する。ま

た、地元産食材を活用した給食や食育活動を通じて、子供たちが「食の安全性」や「地産

地消」の大切さを自然に学べる場を提供する。季節ごとの収穫体験や調理体験を取り入

れ、地域農業の魅力を親子で感じられる機会を創出する。さらに、親子農業イベントや収

穫祭を実施し、地域住民との交流を深めることでコミュニティを活性化させる。これによ

り、保育園は地域の子育て支援拠点としての役割を果たし、地域全体の子育て環境を向上

させる。 

（４）「組合員数の増加」 

保育園を通じて、若年層を中心とした地域住民へのＪＡの認知度を高める。また、保護者

とＪＡが日常的に接点を持つ仕組みを整備することで、組合員としての加入を促進する。保

育園事業を「子育て支援のＪＡ」というブランドイメージの象徴とし、地域住民の信頼を強

化する。さらに、保護者が共済や金融、直売所などのＪＡ事業を利用しやすい動線を構築し、

ＪＡの事業利用の広がりを図る。地域貢献活動を通じて組織全体の信頼を深め、長期的な組

合員基盤の拡大に繋げる仕組みを確立する。 

（５）「農業担い手の育成と確保」 

保育園での食育活動や地域農産物の活用を通じ、子供たちが地元農業への理解を深める

きっかけが生まれる。地域住民への農業への関心が高まり、次世代の担い手となる若年層が

育つことが期待される。 

地域内での農業体験プログラムや保護者への農業イベントを通じ、農業の魅力を発信し、

担い手不足の解消につながる。 

（６）「ＪＡの福利厚生の充実」 

産休・育休中の職員が育休後に子供を預けやすくなる環境を整備することで、職場復帰が

円滑に進む体制を構築する。これにより、職員のエンゲージメントや満足度（ＥＳ）が向上

し、仕事と家庭の両立が可能となる。キャリアの継続が支えられることで人材の定着率が向



  

 

上し、組織の採用競争力が強化される。さらに、職場内での相互サポート体制が充実し、地

域との連携を活かした働きやすさも高まる。福利厚生を通じて、職員の安心感とモチベーシ

ョン向上が期待される。 

（７）「地域経済の活性化」 

保育園運営に地域農産物を直接活用することで、農業と子育て支援が連携し、地域内の経

済循環を促進する。また、保育園の運営や食材の供給を通じて、地元農業者や地域の雇用創

出に繋がる。例えば、給食調理スタッフや保育士など、直接的な雇用に加え、地元農家の収

益拡大が期待される。 

Ⅶ．実現にむけたスケジュール 

１．スケジュール  

（１） 事前調査と需要分析 

地域の保育需要、待機児童数、直売所の利用状況を調査し、保育事業の必要性

を明確化する。また、施設設置に必要な法令や基準を確認する。 

（２） プロジェクトチームの立ち上げと計画書作成 

調査結果を基に、事業計画書と収支計画書を作成する。プロジェクトチームを

編成し、ＪＡ職員や外部専門家を含めた運営体制を整備する。 

（３） 企画会議および経営会議での提案 

計画内容を組織内で審議し、必要な修正を行う。地域住民や保護者の意見を参

考に、柔軟な運営方針を確立する。 

（４） 理事会および総代会への附議 

保育事業の開始に向けた正式な承認を得るため、理事会および総代会に計画案

を附議する。ここで承認を得た後、実施に向けた具体的な準備を進める。 

（５） 施設設計と施工開始 

直売所隣接型保育園の設計計画を策定し、安全基準を満たした施設建設を開始

する。施設内には食育カリキュラムに対応する調理設備を設置。 

（６） 地域との連携強化 

直売所との連携を深め、農業体験や地域産食材を活用した給食プログラムを計

画する。地域イベントや保護者会を通じて、保育園の利用促進を図る。 

（７） 必要人材の採用と研修 

保育専門人材を採用し、食育や地域連携に特化した研修を実施する。既存職員

には補助的な保育知識や運営支援スキルを習得させる。 

 



  

 

（８） 保育園運営の開始 

施設の設置が完了次第、運営を開始する。開園イベントを開催し、地域住民へ

の周知を徹底する。利用者からのフィードバックを収集し、運営の改善を図る。 

※短期間による実現は難しく、中長期的に慎重な協議が必要である。 

 

２．具体的な内容 

（１）保育専門人材の採用と既存職員の育成 

地域住民の多様なニーズに応えるため、保育経験を持つ専門人材を外部から採用し、保

育事業の基盤を強化する。また、既存職員に対しては、保育や食育に関する基礎知識や地

域連携のスキルを習得するための研修を実施する。これにより、ＪＡ全体で支える保育運

営体制を構築する。 

（２）ＪＡ独自の食育カリキュラムの構築 

ＪＡの強みである「地産地消」を基盤に、直売所隣接型保育園ならではの食育プログラ

ムを展開する。具体的には、保育園内で地元農産物を使用した給食を提供するとともに、

以下の活動を通じて地域農業への理解を深める。 

・農業体験プログラム：田植えや収穫体験など、季節に応じた農作業を実施。 

・親子料理教室：地元産の旬な食材を使った調理体験を保護者とともに行う。 

（３）職員の産休・育休後の復帰支援体制の強化 

保育園の空き状況を適切に共有し、育休後のスムーズな復帰を支援する体制を整える。

これにより、職員満足度（ＥＳ）の向上と職場環境の改善を図る。特に、子供を預けなが

ら働ける環境を提供することで、職員の定着率を向上させる。 

（４）地域住民との密接な連携とニーズ調査 

保育園の設置にあたり、地域住民や保護者の意見を収集し、サービス内容に反映する。

以下のような活動を通じて、地域に密着した保育園を運営する。 

・住民座談会や保護者会の開催：保育ニーズの把握とサービス改善。 

・地域イベントの実施：運動会、収穫祭、地元食材をテーマとした交流イベントなど。 

（５）法令遵守とリスク管理体制の整備 

直売所隣接型保育園を設置・運営するにあたり、建築基準法や保育基準を厳守し、安全

で信頼される保育環境を整備する。また、リスク管理マニュアルを作成し、災害時や緊急

時の対応を強化する。 

（６）柔軟な事業運営と撤退基準の設定 

事業の持続可能性を定期的に評価し、必要に応じて戦略を見直す。保育需要が変動した

場合でも、直売所との連携を活用してサービスの柔軟性を保つ。また、事業継続が難しい

場合には、撤退基準を明確化し、リスクを最小限に抑える運営を行う。 



  

 

Ⅷ．実現に向けた費用 

（１）市場調査および費用計画 

地域の人口動態や保育需要、待機児童数、直売所利用者の動向を詳細に調査し、直売所隣

接型保育園の事業採算性を検証する。さらに、補助金や助成金の活用を前提とした財務計画

を策定し、将来的な撤退リスクにも対応可能な柔軟な費用構造を構築する。必要に応じて、

トレーラーハウスを活用した施設設置の選択肢も含めることで、初期投資リスクを抑える

計画とする。 

（２）施設設置費用 

直売所隣接型保育園を設置するための初期投資として以下の費用が必要なる。 

・建設費用：直売所に隣接した建物の新設または既存施設の改修費用。 

・設備投資：給食提供に対応した調理設備や、安全基準を満たす避難設備の設置費用。 

・敷地整備費用：園庭や駐車場の整備、直売所との動線確保。 

また、トレーラーハウスを補助的な施設として一時的に導入する場合、リース費用や設

置準備費が必要となる。これにより、迅速な保育事業開始が可能となり、建設期間中の保

育需要に対応することができる。 

（３）運営費およびランニングコスト 

保育園運営に必要な以下の費用を計上する。 

・人件費：保育士や補助スタッフの給与、研修費用。 

・光熱費および維持費：保育園の運営にかかる水道光熱費、清掃費用、設備のﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用。 

・消耗品費：教材や給食用消耗品の購入費用。 

（４）補助金・助成金の活用 

福島県や市町村が提供する子育て支援制度や保育施設設置に対する補助金を最大限活用

する。これにより、初期投資や運営費用の一部を軽減し、事業の財務健全性を確保する。 

（５）地域支援策の利用と財務負担軽減 

地域企業や農業者との連携を強化し、スポンサーシップや地域貢献型ファンドを設立す

ることで、財務負担を軽減する。また、地元産食材の給食利用を通じて、地域経済との相乗

効果を図る。 

（６）保護者負担軽減策の計画 

保護者が利用しやすい料金体系を設定し、必要に応じて自治体の保育料補助制度を活用

することで、利用者の負担軽減を図る。また、地域住民の支持を得るために適切な費用構成

を維持する。 

（７）災害時対応費用の計画 

災害時における避難所利用や臨時保育園としての転用を視野に入れ、必要な設備や備蓄

品の費用を計上する。これにより、地域の防災対応力向上に寄与する。 

 



  

 

（８）費用対効果の最大化 

直売所隣接型保育園の導入により、コスト効率の高い運営を実現する。初期投資を抑えた

上で、保育料収入や補助金を活用し、短期間で投資回収を目指す。また、運営終了時には施

設の転用も検討し、資産価値を最大限活用する。 

 

Ⅸ．終わりに  

 ＪＡ福島さくらが提案する直売所隣接型保育園は、地域社会の子育てニーズに応えると

同時に、ＪＡの理念である「農業振興と地域社会への貢献」を具体化する重要な取り組み

である。少子化や共働き世帯の増加といった社会課題に対し、地域に根ざした柔軟な保育

サービスを提供することで、次世代の育成に寄与するとともに、ＪＡのブランド価値を高

めることが期待される。 

また、本提案はＪＡが有する直売所や地産地消の強みを最大限に活用し、農業体験や食

育カリキュラムを通じて、地域の子供たちと保護者に「農」の重要性を伝える機会を創出

するものである。これにより、地域住民との信頼関係を深め、若年層の組合員加入促進や

ＪＡ全体の持続可能な発展に繋がると考える。 

さらに、職員の育休復帰支援や働きやすい職場環境の整備を通じて、組織内のエンゲー

ジメント向上や人材定着を実現する。ＪＡの職員が安心して働ける体制を構築すること

で、内部の組織力強化を図ることができる。必要に応じて、トレーラーハウスを活用した

柔軟な施設運営の選択肢を取り入れることで、変化する地域ニーズに迅速に対応する体制

を整えることも可能である。 

本保育事業の実現には、地域住民や自治体、そしてＪＡ内部の組織全体が一丸となって

取り組む必要がある。事業計画の段階から意見を取り入れ、補助金や助成金の活用を含め

た持続可能な運営モデルを構築することが鍵となる。 

ＪＡ福島さくらは、地域社会とともに未来を築く責務を負っている。本保育事業は、そ

の第一歩であるだけでなく、ＪＡの新たな可能性を切り拓く挑戦である。地域社会に寄り

添いながら、共に成長し、次世代へと希望をつなぐ存在となるため、全力で取り組む。 
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